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1は じ め に
明治期の商法における資産評価規定に対 して,会 計専門家はあまり多 くの発
言 をしなかったようである。資産評価に関する研究が進んでいなかったととも
に,会 計専門家の絶対数が少なかったことによるものである。 しか し,大正か
ら昭和期になるにつれて,事 情は少 しずつ変化 してくる。会計専門家による発
言力が次第に強まって くる。さらに第二次大戦後になると,「企業会計原則」
〔39〕
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の設定を背景として,資 産評価規定に対する関心は増大 した。その結果,資 産
評価をめぐる会計専門家と商法専門家の意見の対立が鮮明になって くる。
本稿の目的は,明 治44年の商法改正以降,昭 和37年に至る資産評価規定の変
遷 をあとづける点にある。資産評価規定の主な改正は昭和13年と37年に行われ
た。それぞれの改正の背景には,会 計専門家による資産評価論が存在 した。 し
たがって,両 者の関係を考慮に入れることが大切である。
2昭 和初期の資産評価論
昭和13年改正商法の資産評価規定を検討するにあたり,当時の資産評価論が
どのような状況にあったのかを考察 してお くことは有意義である。さしあた り,
2つの視点に注 目したいと思う。ひとつは臨時産業合理局財務管理委員会が公
表 した 「財産評価準則」であり,いまひとつは日本会計学会か ら公刊 された 『評
価問題研究』全3巻 である。
(1)昭和11年の 「財産評価準則」
「財産評価準則」に先立ち,臨時産業合理局財務管理委員会は昭和9年8月
に 「財務諸表準則」を公表 した。それは財務諸表の形式面を規定 したものであ
り,実質面を規定 したのが昭和11年2月に公表された 「財産評価準則」になる。
その未定稿 として昭和7年7月 に公表 されたのが 「資産評価準則1)」である。
名称が変更されているのは負債の評価 を含むためである。「財産評価準則」の
基本姿勢 はつ ぎのように述べ られている。
「決算時に於ける財産の評価 に関しては学説区々に亘ると錐も,本準則は理
論の一方 に偏せず,計 算の堅実に留意 して安全確実を第一主義 とすると共に,
営業の継続 を前提 とする評価法として其の実用性を尊重せ り2)。」
1)臨時産業合理局財務管理委員会案 「資産評価準則(未 定稿)」『会計』第31巻1号,
昭和7年7月,81-90ページ。
2)臨時産業合理局財務管理委員会 「財産評価準則」『会計』第38巻6号,昭 和11年
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財産の種類別評価原則はつぎのように整理されている3)。
α)土 地は其の原価を以て評価す。
(ロ)建物,機 械,設 備等は其の原価 より減価償却 を行ひたる価額を以て之を
評価す。
の 営業権其の他の無体 固定資産は実質空虚 なる資産を残 さざるやう注意
し,其の原価 より減価償却を行ひたる価額を以て之を評価す。
←)有 価証券は所有の目的に依 り区別 し,引続 き所有するものは時価 を超 え
ざる限 り原価 を以て之を評価 し,其の他のものは時価を限度 として適当に
之を評価す。
㈱ 原料,製 品,商 品等(作 業資産又は販売資産)は 原価 と時価 とを比較 し
軌れか其の低 きを以て之を評価す。
囚 債権は帳簿価額より回収不能の金額を控除したる額を以て之を評価す。
(ト)其の他の資産は其の性質及実状に照 し之を評価す。
㈱ 債務は帳簿価額を以て之を評価す。
以上,8つ の基本原則の多 くで取得原価主義が取 り入れられている。しか し,
売却 目的の有価証券については,「市価を超えざる範囲に於て適当に之を評価
す4)」る時価以下主義が採用 されている。また,棚 卸資産については低価主義
が強制されている。したがって,「全般を通じて 『原価主義』と云ふ よりは,『低
価主義』であ り,安全第一主義が,『原価主義』 をもう一層保守的に色付けて
ゐるのである5)。」 という見方ができよう。
(2)『評価問題研究』の刊行
日本会計学会が組織されたのは大正6年3月 のことである。同年4月 に機関
6月,121ペー ジ。
3)同稿,123ペー ジ。
4)同稿,129ペー ジ。
5)青 木倫太郎 「合理局財産評価準則批評」(日本会計学会編 『評価問題研究II評価
各論』森山書店,昭 和12年,161ペー ジ)。
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誌 『会計』が創刊された。それから20年後の昭和12年に 『評価問題研究』全3
巻が刊行された。それは日本会計学会創立20周年記念論文集 として33名の論文
を集めた ものである。第1巻 は 『評価総論』,第2巻は 『評価各論』,そして第
3巻は 『評価学説研究』 と題された。当時,評 価論が会計上の最重要課題であ
ったことは明らかである。なお,「評価」の意味は広 くとらえられてお り,「企
業の評価」や 「利益金の評価」 といった内容を含 んでいた。
吉田良三氏は 『評価総論』の最初の論文で資産評価論についてつ ぎのように
述べている。
「決算貸借対照表の作成に当 り,資産評価に関する論争につき,そ の核心は
原価 と時価 との敦れが優れるか,又 画一主義 と非画一主義 との就れが是 なるか
の点にある6)。」
取得原価主義 と時価主義の対立がまずあげられる。それは理論的な対立であ
り,その他に実際論 として低価主義があるといわれている。 さらに,す べての
資産を同一基準で評価するか,そ れ とも資産の種類別に異なる評価基準 を採用
するかの対立がある。理論的には画一主義が重視 されるけれども,実 際論 とし
ては非画一主義に依存する傾向が見 られるといわれている。
『評価各論』では,商品,有 価証券,債 権 ・債務,固 定資産,無 形資産等が
個別に検討 されている。た とえば商品について,村 瀬玄氏は,① 原価説,② 時
価説,③ 低価説,④ 低価以内説,お よび⑤純売価説 について考察 し,「正確第
一の見地」からは時価説が最 も合理的な評価法であると主張 している7)。
また,有 価証券については,所 有目的を,① 準備資金運用のため,② 売買又
は投機の目的物として,③ 保証金代用物件又は差入担保品として,④ 資金長期
利殖の手段 として,お よび⑤別働事業,共 同事業,又 は営業関係事業等に対す
る出資若 しくは融資の形式として,の5つ に大別 して議論が行われている8)。
6)吉 田良三 「評価序論」(日本会計学会編 『評価 問題研究1評 価総論』森山書店,
昭和12年,8ページ)。
7)村 瀬玄 「商品の評価」(『評価各論』16ペー ジ)。
8)橋 本良平 「有価証券の評価」(『評価各論』18ペー ジ)。
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さらに,太 田哲三氏 によれば,「決算評価 に当って固定資産は,そ の取得原
価か ら耐用命数に応 じて計算 した減価を償却 した残額 を以て評価することが,
会計学の通説である9)。」 と指摘されている。
『評価学説研究』で取 り上げられているのは,カ ウチマ ン,ハ ッ トフィール
ド,ケスター,ペー トン,スヰーニー,メ レロウイツチ,コフエロー,オスバー
ル,シ ュマーレンバ ッハお よびシュミッ トの10人である10)。各学説の内容は
きわめて多彩である。 どちらか というと理論的な側面が強調されている。それ
だけ実務 とかけ離れているともいえよう。 とはいえ,こ れ らの学説がわが国の
評価論に大 きな影響を与え,そ の源泉になっていることは明 らかである。
昭和初期の資産評価論は多様化 していたといえよう。とりわけ,流 動資産に
ついては,時価主義 と低価主義を主張する見解がかな り有力視 されていた。他
方,固 定資産 については,取 得原価主義にもとついて減価償却 を実施すること
が定着 していたようである。
3昭 和13年改正商法における資産評価規定
(1)昭和6年 の改正要綱
明治44年に商法が改正されたあと,大正3年 には第一次世界大戦が起こり,
昭和2年 には金融恐慌が発生 した。商法は実情 に合わないとして昭和4年 に諮
問を受け,同6年 に改正要綱がまとめ られた。
改正要綱全206項目のうち,資 産の評価 と関連をもつのは6項 目である。そ
のうち3項 目は創立費,社 債発行差金および建設利息に関するものであ り,い
ずれも資産計上を認める内容になっている。 これ らの繰延資産項 目については
別稿11)で取 り上げたので,こ こでは残 りの3項 目について考察す ることにす
9)太 田哲三 「固定資産評価」(『評価各論』73ペー ジ)。
10)日本会計学会編 『評価 問題研究皿評価学説研究』森山書店,昭和12年,1-246ペー
ジ。
11)渡辺和夫 「戦前の繰延資産会計」(現代会計研究会編 『現代会計研究』白桃書房,
平成14年,282-285ページ)。
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る。それらの内容はつぎのとお りである。
第13財産ノ評価二関スル第26条第2項ノ規定二附加シテ営業用ノ固定財産ニハ
其取得価額又ハ製作価額ヨリ相当ノ減損額ヲ控除シタル価額ヲ附スルコトヲ
妨ケサル旨ノ規定ヲ設クルコト
第134営業用ノ固定財産ニハ其取得価額又ハ製作価額以上ノ価額ヲ附スルコトヲ
得サル旨ノ規定ヲ設クルコト
第135取引所ノ相場アル有価証券二付テハ決算期ノ属スル月二於ケル平均価格二
超エサル価格ヲ記載スルコトヲ要スルモノトスルコト
実務上,固 定資産には取得原価主義が採用 されている。すなわち,取 得原価
から減価償却費を控除した価額による評価が行われている。明治44年改正商法
第26条2項では,時 価以下による評価が要求 された。時価が減価償却費控除後
の原価 よりも高い場合には問題がない。しか し,時価の方が低い場合,実 務上
の評価方法 は商法違反になるおそれがある。「要綱第13は此実際の評価方法を
端的に是認 して法律 と実際との問の無用の矛盾を除却せんとするものに外なら
ない12)。」
要綱第134は,株式会社 の営業用固定財産に取得価額 または製作価額以上の
価額を附することを禁 じている。その理由はつ ぎのとお りである。
「株式会社に於て営業用固定財産の時価が騰貴 して取得価額又は製作価額を
超過 したる場合に其評価益を計上して之を配当することを認むるときは,反 対
に時価が下落 したる場合には為めに評価損 を生ずるに至るのであって,会社の
基礎 を輩固ならしむる所以に反するのみならず,会 社の業績は其営業上の真の
成績 よりも,寧 ろ固定財産の時価の変動に依 って左右せ らるる変態的の結果を
生ずるのである13)。」
なお,戦 後についてはつ ぎの文献 を参照されたい。
同稿 「戦後の繰延資産会計」『商学討究』第52巻4号,平成14年3月,27-38ペー
ジ。
12)松本蕉治 「商法改正要綱解説」(同著 『私法論文集(続 編)』巌松堂,昭 和13年,
40ペー ジ)。
13)同書,123ペー ジ。
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これに対 して,太 田哲三氏は,評 価益 を配当すべ きでないことは企業財務に
関与する者の常識であ り,損益計算書の発表によって排斥可能である。しかし,
欠損填補を目的 とする評価益の計上は必ずしも排すべきでないと論評 した14)。
要綱第135は,有価証券の時価評価にあた り,決算 日の相場操作を避けるため,
一ケ月の平均相場を利用することとしたものである。
(2)昭和13年改正商法の特徴
商法改正要綱は,その後,改正法律案にまとめ られ,通算三度の提出を経て,
昭和13年4月5日に法律第72号として公布 された。資産の評価規定はつ ぎのと
お りである。
第34条財産目録ニハ動産,不動産,債権其ノ他ノ財産二価額ヲ附シテ之ヲ記載
スルコ トヲ要ス其ノ価額ハ財産目録調整ノ時二於ケル価格ヲ超ユルコトヲ得
ズ
営業用ノ固定財産二付テハ前項ノ規定二拘ラズ其ノ取得価額又ハ製作価額
ヨリ相当ノ減損額ヲ控除シタル価額ヲ附スルコトヲ得
第285条財産目録二記載スル営業用ノ固定財産二付テハ其ノ取得価額又ハ製作価
額ヲ超ユル価額,取引所ノ相場アル有価証券二付テハ其ノ決算期前一月ノ平
均価格ヲ超ユル価額ヲ附スルコトヲ得ズ
規定の内容は改正要綱 と同一である。田中耕太郎氏はつ ぎのように解説して
いる。
「営業用の固定財産の評価に就いては,一般商人及び合名会社,合 資会社に
関する限 りは,… …第34条第2項 の規定がある。……此の規定があっても第34
条第1項 に依って,時 価が取得価額又は製作価額以上に上って居る場合に於て
は,其 の時価 を記載することを妨げない,即 ち交換価額を書 くことを妨げない
といふわけになる。さうすると,経済の変動に依って営業用の固定財産の価額
14)太田哲三 「商法改正要綱 中の株式会社の計算」『会計』第29巻6号,昭和6年12月,
9-10ペー ジ。
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が非常 に上ったといふ場合に於て,評 価益を出すことが出来ることになるので
ある。併 しなが ら株式会社に於て評価益 を認め,そ れに基づいて配当を許すと
いふや うなことであれば,会 社財産の基礎 を危 うくし,会社債権者を害するこ
とにもなるか ら,株式会社に於ては,取得価額及び製作価額を最大限 とし,そ
れ以上に評価することを許さないことにしたわけである15)。」
商法改正 に対する会計専門家達の関心は高かったようである。日本会計学会
か ら分離独立 したばか りの 日本会計研究学会は,昭和13年5月21日に開催 され
た第1回 大会 における円卓討論のテーマとして,「改正商法上の会計問題」 を
選定 した。そのなかで黒澤清氏は,「第285条の前段の規定は減価償却を為すこ
とを要す といふ観念を含んで居るか16)」否か不明瞭である,と いう発言をし
ている。
第285条の前段によれば,固 定資産は取得価額または製作価額以下で評価 し
なければならない。固定資産の時価が上昇 した場合,一 定限度内での評価益計
上が可能か どうかが問題 となる。取得価額または製作価額が減価償却費控除後
の価額であるとすれば,評価益の計上 はまった く認め られないことになる。 し
か し,当初の価額 を意味するとすれば,過 去の償却額を評価益 として計上で き
ることになる。第34条2項には 「減損額」 という文言がある。それとの関連に
おいて,解 釈の分かれるところであろう。
昭和13年改正商法の特徴の第1は,資 産評価規定を商人一般と株式会社とで
区別 した点にある。第2に,営 業用の固定資産 とその他の資産とで評価方法を
別にした点があげられる。株式会社の固定資産には取得原価以下主義が採用さ
れ,そ の他の資産には従来 どお り時価以下主義が用い られている。
同改正が会計実務に対 してかな りの歩み寄 りを示 したことはた しかである。
しか し,商法による取得原価以下主義または時価以下主義 という規定の仕方に
は問題がある。債権者保護 という視点からはそれでもよいのかもしれない。だ
15)田中耕太郎著 『改正商法及有限会社法概説』有斐閣,昭 和14年,196ペー ジ。
16)日本会計研究学会 「改正商法上の会計問題」『会計』第43巻1号,昭和13年7月,
160ペー ジ。
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が,そ うレた幅のある評価方法に会計専門家は異和感をもっている。商法の考
えと会計の考えはまだかな りかけ離れていたといわざるをえないようである。
(3)田中氏の取得価額主義
昭和13年の商法改正で積極的な役割 を果たした田中耕太郎氏は,昭和19年に
『貸借対照表法の論理』を公刊 した。同書は昭和17年5月から11月にかけて雑
誌に掲載された論文に若干の訂正加筆 を施 したものである。その直接の意図は,
「昭和13年の改正商法に於て成文化された ところの,固定資産の評価に関する
取得価額記載の実務上の慣行の合理性を立証17)」す る点にあった といわれて
いる。すなわち,そ れは取得原価主義の肯定論でもある。
田中氏は商法 と会計の関係 を法と技術の関係 としてとらえる。会計は一種の
技術である。技術は法に従属するものであ り,会計も商法に従属することにな
る。こうした考えを基礎 として,同 氏はつぎのような主張を導き出 している。
「評価問題に関する限 り私は取得価額の慣習に於て決算貸借対照表が其の主
要目的を損益計算に置きなが ら而も財産表示の 目的をも近似的の意味に於て不
完全なが ら達成 してゐるものと考へる18)。」
「会計技術的見地からのみならず立法技術的見地から考へて見て,取得価額
を標準 とす ることの合理性が尚ほ一つ存在する。其れは歴史的の事実たる取得
価額の記載が他の評価方法に比 して容易であ り,此の意味に於て評価の恣意を
防止することを得る点である19)。」
「取得価額主義は,貸借対照表の二個の目的である財産表示 と損益計算 との
二個の異なる原理の妥協点である。財産表示は債権者保護を其の主旨とし,損
益計算は企業者の利便を主旨とす る20)。」
法には妥協が必要であ り,その点で取得価額主義は最 も適 した評価方法にな
17)田中 耕 太 郎 著 『貸 借 対 照 表 法 の 論 理 』 有 斐 閣,昭 和19年,序,1ペ ー ジ。
18)同書,327ペ ー ジ。
19)同書,331ペ ー ジ。
20)同 書,334-335ペー ジ。
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ると意義づけている。昭和13年の商法改正は田中氏の考えを十分に反映したと
はいえない部分 を残 している。それが実現するのは昭和37年の改正 といえよう。
4第 二次大戦後の資産評価 論
期問と内容の限定が必要 と思われる。第二次大戦後 といっても,時期的には
昭和24年か ら同37年の商法改正に至る期問が考察の対象になる。また,内 容的
には公的な意見書 に限定 したいと考える。会計専門家の意見が集約され,会 計
基準 として強制的な役割 を担 うのは,「企業会計原則」が最初 といえよう。企
業会計原則関係の意見書に範囲をしぼりたいと思 う。
(1)昭和24年の 「企業会計原則」
「企業会計原則」は昭和24年7月9日に経済安定本部企業会計制度対策調査
会か ら公表された。その資産評価規定は貸借対照表原則の五にまとめられてい
る。「原則として,当該資産の取得原価 を基礎」とす ることが明記されたうえ,
資産の種類別にAか らFま での規定が設けられた。それらの主要点を摘記する
と,つ ぎのようになる21)。
A棚 卸資産の取得原価 は,実 際購入原価又は平均購入原価により決定する
ものとする。
商品及び原材料については,そ の時価が取得原価 よりも下落した場合に
は時価により評価することができる。
B市 場性ある有価証券にして,一 時的所有のものは,原 則 として,時 価に
より評価する。
C売 掛金及び受取手形の価額は,債 権額から正常の貸倒見積高 を控除 した
金額による。
21)新井清光編 『日本会計 ・監査規範形成史料』中央経済社,平成元年,172-176ペー
ジ。
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有形固定資産の取得原価 は,当該資産の購入価額又は製作価額 とする。
贈与によって固定資産を取得 した場合には公正な評価額による。
無形固定資産の価額は,有 償取得の場合に限 り,その対価 をもってその
取得原価 とする。
F投 資は,市 場価額の変動にかかわらず,原 則として,取 得価額又は投資
価値で記載する。
特徴 として,①棚卸資産は取得原価で評価するほか,低 価主義を選択できる
こと,②市場性ある有価証券で一時的所有のものは時価で評価すること,③贈
与により取得 した固定資産は公正な評価額で評価すること,の3点 を指摘する
ことができよう。
企業会計原則は昭和29年と38年に修正 されている。資産評価規定に関する大
きな修正 としては,市 場性ある有価証券で一時的所有のものについて,時 価主
義を取得原価主義に変更するとともに,いわゆる強制評価減が追加されたこと,
および棚卸資産にも強制評価減が適用 されること,が あげられる。強制評価減
とい うのは,市 場価格が著 しく下落 し,回復可能の見込みがない ときに時価で
評価することをいう。これらの修正は昭和37年の商法改正 に合わせて行われた
ものである。
(2)「商法調整意見書」と 「連続意見書」
「商法 と企業会計原則 との調整に関する意見書」(以下,商法調整意見書 と
いう)が 公表されたのは昭和26年9月28日である。それは企業会計原則の立場
か ら商法 との調整 を図るために提言を試みた ものである。資産評価規定 と関連
するのは,「第3財 産 目録および決算貸借対照表記載価額」と「第8財 産の評価」
である22)。
第3で は,財 産目録 と決算貸借対照表の違いを強調 し,資産評価原則を流動
資産 ・固定資産別に確立することを提言 している。
22)同書,285,288ペー ジ。
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第8で は,つ ぎの3つ の提言がなされている。
① 「財産 目録 に記載する営業用の固定財産」という文言のうち 「財産目録」
を削除して 「貸借対照表」 とすること。
② 固定資産の評価は,第281条の計算書類の作成 目的上原価主義 によ り,
減価償却 をすること。したがって,取引所の相場ある有価証券 についても,
投資(長 期投資)の 目的で所有するものの評価は原則として取得原価を基
準 とすること。
③ 流動資産の評価は,棚 卸資産,有 価証券およびその他の流動資産 とに区
別し,棚卸資産については原価主義または低価主義の選択をみとめ,取 引
所の相場ある有価証券(短 期投資の 目的で所有するものに限る)に ついて
は時価主義 をみとめ,その他の流動資産については原価主義を原則 とする。
「企業会計原則 と関係諸法令 との調整に関す る連続意見書」(以下,連続意
見書 という)は昭和35年と37年に5つ 公表されている。商法調整意見書と同様,
それ らは企業会計原則側から商法に対する提言を試みたものである。資産評価
規定 と関連するのは,「第3有 形固定資産の減価償却 について」 と 「第4棚 卸
資産の評価 について」である23)。
連続意見書の第3で は,つ ぎの2つ の要望が示 されている。
① 費用配分の原則 に基づ く正規 の減価償却の観念を商法上確立するため
に,固 定資産の評価 に関する規定において,償 却資産たる有形固定資産の
評価に関 しては正規の減価償却手続 に従わねばならないことを明らかにす
ること。
② 正規の減価償却手続を含む適正な期間損益計算を基礎 として,毎 決算期
の利益が算定されるべ きことを明 らかにすること。
連続意見書の第4で は,棚卸資産の評価原則 として取得原価基準を採用 し,
例外的に低価基準を適用する余地をも残すべ きであると提言 している。
商法調整意見書にしても,連続意見書にして も,企業会計原則の考えを商法
23)同 書,345-347,367ペー ジ 。
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に浸透させたい という会計専門家の願いが込め られている。 しかし,そ うした
願いを実現 させるためには商法専 門家を説得 しうる論理を必要とする。会計の
論理を商法規定に反映させる試みは,昭和37年の商法改正においてかなりの成
果をあげたようである。
5昭 和37年改正商法における資産評価規定
(1)昭和35年の改正試案
昭和33年3月7日,法制審議会商法部会は計算規定の改正の検討に着手 した。
企業会計原則および財務諸表規則 と商法計算規定の相違ゆえに,証 券取引法に
基づ く公認会計士の監査 において問題があることが改正作業開始の契機 となっ
ていたため,さ しあた り大企業の株式会社のみを対象 として計算規定の検討を
開始 した24)。会計専門家が商法改正 を強 く要望 しただけでなく,会計実務の
面からも商法規定の整備が必要 とされていたのである。
昭和33年に 「会社の計算規定改正の問題点」を発表 したあと,同35年8月29
日に 「株式会社の計算 の内容に関する商法改正要綱」(以下,試 案 とい う)が
法務省民事局試案 として公表された。試案のうち,資 産の評価規定関係はつぎ
の6つ か ら成っている25)。
一 流動資産の評価
二 固定資産の評価
三 金銭債権の評価
四 社債等の評価
五 株式その他の出資の評価
六 のれんの評価
従来の商法規定と比較 して,き わめて詳細な内容になっている。とくに問題
24)森光雄 「高度経済成長 と計算規定の近代化」(浜田道代編著 『日本会社立法の歴
史的展開』商事法務研究会,平 成11年,308ページ)。
25)新井清光編,前 掲書,778-782ページ。
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となるのは棚卸資産および有価証券関係になる。 したがって,そ れ らに焦点を
あてることにする。
商法上の流動資産は会計上の流動資産 よりも狭義であ り,それは棚卸資産に
ほぼ該当すると考えられる。 したがって,試 案の一は棚卸資産の評価 とみなす
ことがで きよう。試案はつぎのように述べている。
「流動資産の評価は,取得価額又は製作価額によること。ただし,時価が取
得価額又は製作価額 より低いときは,時 価によるものとすること。
前項但書の場合において,時 価 と取得価額又は製作価額との差額が少ないと
きは,取 得価額又は製作価額によることができるものとすること。」
企業会計原則では,取得原価主義を原則 とし,低価主義の選択適用を認めて
いる。他方,試 案では,差 額が少ないときを除き,低価主義が強制される。試
案を擁i護する立場に立つ上田明信氏 は,企業会計原則に対 してつぎのような疑
義を述べている。
「時価が取得価額等 より著 しく低 くなっても,取得価額等の価額 によること
ができることは(時価 によらな くてもよいのであるから),債権者の利益を害
することは明 らかである。……また,価 額が下落 して回復の見込みがない場合
にも,原価でよいとい うのであろうか26)。」
取引所の相場のある有価証券について,試案では社債 と株式を区別 して扱い,
それぞれつ ぎのように述べている。
「取引所の相場のある社債……の評価は,時価(決 算期前1月 の平均価格)
によること。」
「取引所の相場のある株式の評価は,取得価額によること。ただ し,時価(決
算期前1月 の平均価格)が 取得価額 より低いときは,時価 によるものとするこ
と。」
企業会計原則では,市場性のある有価証券で一時的所有のものは原則 として
26)上田明信 「解説:株 式会社の計算の内容に関する商法改正要綱試案」 『商事法務
研究』第190号,昭和35年9月20日,1ページ。
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時価で評価することになっている。 この点は試案 と相違する。上田氏 は,「社
債の評価 について,流 動資産たる性質を有するもの と固定資産たる性質を有す
るものとを区別する必要性は,な いのではないかと思 う27)。」 と述べている。
また,「損益法の立場 をとる企業会計原則が,流 動資産たる性質 を有する株式
について,時価主義を採用 し,評価益の計上を認めているのは矛盾である28)。」
と論 じている。
(2)昭和37年改正商法の特徴
改正商法は昭和37年4月20日に法律第82号として公布 された。流動資産の評
価はつ ぎのように規定された29)。
第285条ノ2流 動資産二付テハ其ノ取得価額又ハ製作価額ヲ附スルコトヲ要ス但
シ時価ガ取得価額又ハ製作価額ヨリ著シク低キ トキハ其ノ価格ガ取得価額又
ハ製作価額迄回復スル ト認メラルル場合ヲ除クノ外時価ヲ附スルコトヲ要ス
前項ノ規定ハ時価ガ取得価額又ハ製作価額ヨリ低キ トキハ時価ヲ附スルモ
ノトスルコトヲ妨ゲズ
この規定は表現 こそ異なるものの,前 述の試案 とほぼ同じ趣旨といえよう。
しか し,有価証券 については若干変更されている。改正法は社債 と株式の評価
についてともに取得価額によることを原則 とした(第285条ノ5,第285条ノ6)。
また,取 引所 の相場ある社債 と株式 については第285条ノ2第1項 但書および
第2項 の規定が準用 されている。したがって,いわゆる強制評価減が適用 され,
低価主義の選択適用が認められることになった。
昭和37年改正商法における資産評価規定の特徴 は,つ ぎのように整理するこ
とができよう。
第1に,株 式会社 の資産評価規定はきわめて充実 した内容 をもつ ようになっ
た。その多 くは企業会計原則等 を通 じて会計専門家が主張 してきた内容になる。
27)同稿,4ペ ー ジ 。
28)同稿,5ペ ー ジ 。
29)新 井 清 光 編,前 掲 書,734ペ ー ジ 。
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第2に,取 得原価主義が原則的な評価方法 として確立された。取引所の相場
ある有価証券の時価評価が否定されるとともに,低価主義を積極的に導入 して
いる。
第3に,企 業会計原則の盲点になっていたいわゆる強制評価減が規定化 され
た。企業会計原則では昭和38年の修正のさいにそれを取 り入れている。
第4に,固 定資産の評価 にあた り,「相当ノ償却」 という文言で正規の減価
償却手続が明確 にされた。
第5に,金 銭債権および暖簾に関する評価規定が新設された。
以上の結果,企 業会計原則の評価規定は商法上の会社の計算規定にほぼ盛 り
込 まれることとなった。 もっとも,両者の内容が完全に一致 したというわけで
はない。未調整の部分がまだ残されている。 また,商 法総則の評価規定は改正
されないままになっている。
6む す び
昭和13年の商法は営業用の固定資産 を除 き時価以下主義 を原則 とした。それ
が取得原価主義に移行するのは昭和37年の改正時である。会計専門家による長
年の主張が実を結んだことになる。昭和初期の資産評価論はきわめて多彩であ
った。「財産評価準則」が設定されていたとはいえ,それは強制力をもたなかっ
たため,強 い影響力 を与えなかった。
他方,第 二次大戦後の資産評価論には 「企業会計原則」 という強力な会計基
準が存在 していた。それは証券取引法 を通 じて強制力を発揮することがで きた。
その影響力は大 きかった。それだけに,商 法の計算規定と企業会計原則が不一
致の状態にあることは好ましくなかった。その解消が会計実務界か ら求められ
た。昭和37年の商法改正により,不一致はかなり解消 された。 しかし,ま だ不
十分な状態が続いている。
